
■平成26年度予算執行状況
一般会計（歳入・歳出とも平成25年度からの繰越分を含む）

予算額    　321億7,719万円
収入済額 　155億8,829万円（収入率48.4％）歳入

※平成26年９月30日までの収入・支出済額

予算額    　321億7,719万円
支出済額 　134億  107万円（執行率41.6％）歳出

市税

地方交付税

国庫支出金

県支出金

地方譲与税等

市債

その他

44億4,510万円 69.0％

72億5,997万円 69.6％

18億7,370万円 42.5％

６億8,454万円 18.4％

５億8,266万円 51.8％

6億7,892万円 24.8％

64億3,848万円

104億3,598万円

44億915万円

37億2,094万円

11億2,407万円

33億1,530万円

27億3,327万円
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14億9,983万円 28.7％

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

45億2,437万円 41.8％

16億3,372万円 52.9％

４億7,194万円 29.3％

11億1,077万円 39.8％

６億4,616万円 48.5％

９億4,692万円 41.3％

19億2,081万円 50.5％

６億4,655万円 53.0％

52億1,933万円

108億1,439万円

30億8,853万円

16億1,072万円

27億9,319万円

13億3,209万円

22億9,509万円

38億294万円

12億2,091万円

6,340万円 1.9％

0 20 40 60 80 100 120（億円）

一時借入金の状況

　９月末現在、病院事業会計におい
て４億6,000万円の一時借入金が生
じています。
※一時借入金とは、一会計年度内に
　現金が不足した場合に借り入れる
　お金であり、今年度の３月31日
（一般会計は翌年度の５月31日）ま
　でに償還しなければならないもの
　です。

市債残高
会計 金額

一般会計 304億4,971万円
特別会計 地方卸売市場事業 4,194万円

公営企業
会計

病院事業 136億712万円
水道事業 92億7,700万円
下水道事業 220億5,335万円

特別会計
会計 国民健康保険事業 地方卸売市場事業 後期高齢者医療 介護保険事業 温泉事業

予算現額 74億8,042万円 3,864万円 ５億8,114万円 69億6,601万円 2,602万円
収入済額 26億2,505万円 1,875万円 １億9,881万円 30億3,211万円 1,222万円
収入率 35.1％ 48.5％ 34.2％ 43.5％ 47.0％

支出済額 32億2,525万円 979万円 ２億129万円 26億99万円 1,034万円
執行率 43.1％ 25.3％ 34.6％ 37.3％ 39.7％

公営企業会計

会計
収入 支出

予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率

病院
事業

収益的 82億217万円 41億2,492万円 50.3％ 115億2,843万円 63億8,077万円 55.3％
資本的 13億4,873万円 ２億5,107万円 18.6％ 16億4,023万円 ５億4,106万円 33.0％

水道
事業

収益的 17億4,431万円 ７億9,639万円 45.7％ 18億7,579万円 ５億5,324万円 29.5％
資本的 10億524万円 8,700万円 8.7％ 18億8,897万円 ３億4,624万円 18.3％

下水道
事業

収益的 26億630万円 12億3,831万円 47.5％ 27億9,237万円 ６億5,082万円 23.3％
資本的 14億2,094万円 １億5,942万円 11.2％ 22億5,928万円 ７億5,389万円 33.4％

一般会計・特別会計の財産

土地
1,391万4,952㎡

建物
28万7,222㎡

出資金
２億9,712万円

有価証券
4,280万円

財政調整基金
山林　242万6,762㎡
有価証券　235万円
現金　63億6,931万円
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■
市
の
財
政
は
健
全
に
運
営

　

〜 

平
成
25
年
度
健
全
化
判
断
比
率
と
公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率 

〜

　

健
全
化
判
断
比
率
と
は
、
地
方
公
共
団

体
の
財
政
状
況
を
客
観
的
に
表
し
、
財
政

の
早
期
健
全
化
や
再
生
の
必
要
性
を
判
断

す
る
た
め
の
も
の
と
し
て
定
め
ら
れ
た
４

つ
の
比
率
か
ら
な
り
ま
す
。
４
つ
の
比
率

の
い
ず
れ
か
が
早
期
健
全
化
基
準
以
上
の

場
合
に
は
、
財
政
健
全
化
計
画
を
定
め
る

こ
と
な
ど
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

市
に
お
け
る
平
成
25
年
度
の
４
つ
の
比

率
は
左
記
表
の
と
お
り
に
な
り
、
い
ず
れ

も
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

公
営
企
業
の
資
金
不
足
比
率
で
は
、
全

て
の
会
計
に
お
い
て
資
金
不
足
は
発
生
し

て
い
ま
せ
ん
。

区分 平成25年度決算 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率 － 12.56 20.00
連結実質赤字比率 － 17.56 30.00
実質公債費比率 12.7 25.0 35.0
将来負担比率 60.1 350.0

■
市
債
残
高
と
基
金
残
高
の
推
移

　

市
が
多
額
の
経
費
を
要
す
る
事
業
の
財

源
と
し
て
、
市
債
と
言
わ
れ
る
借
金
を
行

う
場
合
が
あ
り
ま
す
。
近
年
は
、
そ
の
年

の
借
入
額
よ
り
償
還
額
の
ほ
う
が
多
い
た

め
、
市
債
現
在
高
は
減
少
し
続
け
て
お
り
、

平
成
25
年
度
の
市
債
残
高
は
、
合
併
後
で

一
番
多
か
っ
た
19
年
度
に
比
べ
る
と
約

49
億
円
減
少
、
約
３
２
１
億
円
に
な
っ
て

い
ま
す
。 

　

ま
た
、
市
債
を
借
り
る
際
は
、
将
来
の

負
担
が
少
な
く
な
る
よ
う
に
、
後
年
度
の

地
方
交
付
税
で
措
置
さ
れ
る
も
の
を
選
ん

で
い
ま
す
。
平
成
25
年
度
末
に
お
い
て
、

将
来
、
地
方
交
付
税
と
し
て
措
置
が
見
込

ま
れ
る
額
は
、
市
債
残
高
の
約
７
割
程
度

に
の
ぼ
っ
て
い
ま
す
。
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実
質
赤
字
比
率
▼
一
般
会
計
の
実
質

　

的
な
赤
字
額
の
大
き
さ
を
示
す
も

　

の
。
実
質
赤
字
額
を
標
準
財
政
規

　

模
で
割
っ
た
も
の
で
す
。

連
結
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質
赤
字
比
率
▼
市
の
全
会
計

　

（
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
公
営

　

企
業
会
計
）
の
赤
字
額
の
大
き
さ

　

を
示
す
も
の
。
連
結
実
質
赤
字
額

　

を
標
準
財
政
規
模
で
割
っ
た
も
の

　

で
す
。

実
質
公
債
費
比
率
▼
借
入
金
の
返
済

　

額
を
３
カ
年
平
均
で
示
す
も
の
。

　

借
入
金
の
返
済
額
お
よ
び
こ
れ
に

　

準
ず
る
額
の
大
き
さ
を
標
準
財
政

　

規
模
な
ど
で
割
っ
た
も
の
で
す
。

将
来
負
担
比
率
▼
現
時
点
で
、
一
般

　

会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
総

　

額
の
大
き
さ
を
示
す
も
の
。
借
入

　

金
や
将
来
支
払
う
可
能
性
が
あ
る

　

負
担
の
見
込
み
額
を
標
準
財
政
規

　

模
で
割
っ
た
も
の
で
す
。

資
金
不
足
比
率
▼
資
金
の
不
足
度
を

　

示
す
も
の
。
資
金
の
不
足
額
を
事

　

業
規
模
で
割
っ
た
も
の
で
す
。

標
準
財
政
規
模
▼
標
準
的
に
収
入
し

　

う
る
経
常
の
一
般
財
源
（
標
準
税

　

収
入
＋
普
通
交
付
税
＋
地
方
譲
与

　

税
＋
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

　

＋
臨
時
財
政
対
策
債
発
行
可
能
額
。

　

平
成
25
年
度
の
市
の
数
値
は
、　

　

１
８
６
億
９
０
９
８
万
円
）
で
す
。

用
語
の
説
明

健全化判断比率

区分 平成25年度決算 経営健全化基準
水道事業会計 － 20.0
下水道事業会計 － 20.0
病院事業会計 － 20.0
温泉事業特別会計 － 20.0
地方卸売市場事業特別会計 － 20.0

公営企業の資金不足比率

（％）

（％）

用
語
の
説
明

市役所からのお知らせ 市役所からのお知らせ

市民１人当たり ６万9,275円（市税収入済額÷人口）
１世帯当たり　 16万3,333円（市税収入済額÷世帯数）

市民１人当たり 20万8,850円（歳出の支出済額÷人口）
１世帯当たり　 49万2,415円（歳出の支出済額÷世帯数）

市税と歳出を
市民１人当たり、
１世帯当たりにすると

歳出

市税

平成26年９月30日現在の人口64,166人、
世帯数27,215世帯で算出

市
債
▼
市
が
多
額
の
経
費
を
要
す
る

　

事
業
を
行
う
場
合
に
借
り
入
れ
で

　

き
る
借
金
の
こ
と
で
す
。
長
期
に

　

わ
た
っ
て
計
画
的
に
返
済
を
行
う

　

こ
と
か
ら
、
世
代
間
の
公
平
化
が

　

図
ら
れ
ま
す
。

臨
時
財
政
対
策
債
▼
財
源
不
足
を
補

　

て
ん
す
る
た
め
、
借
り
入
れ
す
る

　

市
債
。
償
還
に
要
す
る
費
用
は
後

　

年
度
の
地
方
交
付
税
で
措
置
さ
れ

　

る
た
め
、
実
質
的
に
は
地
方
交
付

　

税
の
代
替
財
源
と
い
え
ま
す
。

基
金
▼
特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み

　

立
て
ら
れ
る
資
金
ま
た
は
財
産
の

　

こ
と
で
す
。

財
政
調
整
基
金
▼
経
済
状
況
や
災
害

　

な
ど
の
事
由
に
よ
り
、
予
期
し
な

　

い
収
入
の
減
少
や
不
時
の
支
出
増

　

加
に
備
え
、
長
期
的
視
野
に
立
っ

　

て
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調

　

整
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。

減
債
基
金
▼
借
入
金
の
返
済
を
計
画

　

的
に
行
う
た
め
の
も
の
で
す
。

特
定
目
的
基
金
▼
新
市
の
ま
ち
づ
く

　

り
に
活
用
す
る
た
め
の
ま
ち
づ
く

　

り
基
金
や
、
地
域
に
お
け
る
高
齢

　

者
の
福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
の

　

地
域
福
祉
基
金
な
ど
14
種
類
の
特

　

定
目
的
基
金
が
あ
り
ま
す
。

市債残高の推移

平成
25年度

平成
19年度

平成
16年度

臨時財政対策債を除く市債残高
216億円

41
億円

309億円 61億円

317億円

0
（億円）
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358億円

370億円

321億円臨時財政対策債
105億円

基金残高の推移

平成
25年度

平成
20年度

平成
16年度

0
（億円）
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財政調整基金
58億円

減債基金
23億円

特定目的基金
32億円

10億円
９億円 23億円

19億円 23億円 13億円

113億円

42億円

55億円
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